
メディカルリスクブロック クラウドサービス利用約款 

 

第 1 条（本約款の適用） 

１．スキルインフォメーションズ株式会社（以下「当社」とします）は、この｢メディカルリスクブロック クラ

ウドサービス利用約款｣（以下「本約款」とします）を定め、これに基づき当サービス（第４条の定義により

ます）を提供します。 

２．約款は、当サービスの利用者である法人・個人および団体である契約者（第４条の定義によります）と、当

社の間において、当サービスの利用に関する一切の関係に対して適用し、当社が提供する当サービスの利用

を目的とする契約の内容およびその申込み方法等について定めるものです。 

３．契約者はソフトウェア利用許諾契約の申込み前に必ず本約款の内容を確認し、利用契約の申し込みを行う際

は、本約款を承諾したものとみなします。 

４．約款と個別のソフトウェア利用許諾契約（以下「利用契約」とします）で定めた内容が異なるときは、利用

契約で定めた内容が本約款に優先して適用されるものとします。 

 

第 2 条（本約款の変更） 

１．当社は、本約款を変更しようとする場合、当社のウェブサイトへの掲載や電子メール等により、あらかじめ

契約者に対して本約款を変更する旨及び変更後の約款の内容及び約款変更の効力発生日を告知するものと

します。 

２．前項に基づき本約款の変更を告知した日から約款変更の効力発生日までに契約者からの異議の申し出がない

場合、契約者は当該変更に同意したものとみなし、以後、当社と契約者との間において、変更後の約款の効

力が生じるものとします。 

 

第 3 条（通知） 

１．当社から契約者への通知は、本約款および利用契約に定めのない限り、通知内容を書面の発送、電子メール

の送信または当社のホームページに掲載するなど、当社が適当と判断する方法により行うものとします。 

２．前項の規定に基づき、当社から契約者への通知を書面の発送、電子メールの送信または当社のホームページ

への掲載の方法により行う場合には、契約者に対する当該通知は、それぞれ書面の発信、電子メールの送信

またはホームページへの掲載がなされた時点から効力を生じるものとします。 

 

第 4 条（用語の定義） 

１．約款における用語の定義は次の通りとします。 

(1) 「当サービス」とは、当社が提供する「メディカルリスクブロック クラウドタイプ」ならびに各種サー

ビスおよびオプションサービスをいいます。 

(2) 「申込者」とは、利用契約の申込みをする法人・個人および団体をいいます。 

(3) 「契約者」とは、当社が当サービスの申込を承諾したお客様をいいます。 

 

第 5 条（当サービスの内容） 

１．当サービスの提供区域は、利用契約等で特に定める場合を除き、日本国内に限定されるものとします。日本

国外において利用する際のいかなる問題においても当社は一切責任を負わないものとします。 

 

第 6 条（当サービスの停止） 

１．当社は、契約者が次の項目のいずれかに該当する場合には、利用契約に基づく当サービスの提供を何ら事前



に通知および勧告することなく停止することがあります。 

(1) 利用契約に基づく当サービスの第 14 条（契約金額）に定める契約金額を、支払期限を途過してもなお

支払わないとき 

(2) 当社、他の契約者または第三者の著作権等の知的財産権、財産権、プライバシー権その他の権利を侵害

する場合 

(3) 利用契約の申込書等の提出書類に虚偽の事項を記載したことが判明したとき 

(4) そのほか当社が契約者として不適当と判断した場合 

２．当社は、本条に基づく当サービスの停止に関し、契約者に生じた損害等について、一切の責任を負わないも

のとします。 

 

第 7 条（当サービスの中断または廃止） 

１．当社は次の各号に該当する場合には利用契約に基づく当サービスの提供を中断または廃止することがありま

す。 

(1) 当サービスの設備の保守上、若しくは工事上やむを得ない場合 

(2) 当サービスを継続して提供する事が著しく困難であると当社が判断した場合 

(3) 法令等に基づく強制的な処分により当サービスを提供することが著しく困難となった場合 

(4) 天災、地変その他当社の責に帰すことのできない事由によりサービス提供が事実上できない場合 

２．当社は前項各号の規定により当サービスの提供を中断または廃止するときは、事前にその旨を契約者に当社

の提供する手段により３ヶ月前までに通知します。ただし、緊急の場合またはやむを得ない事由がある場合

はこの限りではありません。 

３．当社は、本条に基づく当サービスの提供の中断または廃止に関し、契約者に生じた損害等について、一切の

責任を負わないものとします。 

 

第 8 条（利用契約の成立） 

１．申込者（第４条定義による）は、当社が別に定める契約に関する書面「ソフトウェア利用許諾契約書」（以下

「契約書」とします）に必要事項を記入して当社に提出するものとします。 

２．利用契約は、前項で申込者が提出した契約書に対して、当社が定めた通知手段を用いた承諾の通知をし、当

該通知に記載の「承諾日」に成立します。申込者はこの時点から契約者となります。 

３．契約者は、利用契約の成立後は当サービスの開始もしくは利用の有無にかかわらず、当サービス利用料金の

支払い義務を負うものとします。 

 

第 9 条（申込の拒絶） 

１．当社は利用契約の申込者が次の項目に該当する場合には、利用契約の申込に対する承諾を行わない場合があ

ります。 

(1) 当該申込みに関わる利用契約上の義務を怠るおそれがある場合 

(2) 第 6 条（当サービスの停止）のいずれかの事由に該当するおそれがある場合 

(3) 申込書に偽名などの虚偽の事実を記載した場合 

(4) 当社が利用契約の締結を適当でないと判断した場合 

２．前項の場合、当社は承諾を行わない旨を申込者に通知いたしません。 

 

第 10 条（サービスの利用期間） 

１．契約者は、第 8 条（利用契約の成立）に規定する利用契約の成立後、当社から契約者へ通知する当サービス



の利用開始可能日（以下「サービス利用開始日」とします）から当サービスを利用することができます。 

２．当サービスの最低利用期間は、利用契約に定めがない限り、サービス利用開始日から 12 ヶ月とします。最

低利用期間内に、サービス利用を終了する場合においても、契約者は、最低利用期間の終了日までの契約金

額の全額を支払うものとし、残余の期間に対応する契約金額を含めた未払い金額、その消費税額及び遅延損

害金を一括して当社に支払うものとします。 

３．前項において、サービス利用開始日が月の途中の場合は、サービス利用開始日から 12 ヶ月後の月末までを

最低利用期間とします。 

４．利用期間は、利用契約に定めがない限り、サービス利用開始日より１年毎に自動更新されるものとします。 

 

第 11 条（サービス内容の変更） 

１．変更申込に係る方法、承諾、拒絶及び利用期間については、第 8 条（利用契約の成立）から第 10 条（サー

ビスの利用期間）の定めに準じます。 

２．前項によらず、契約者は、当サービスの内容によっては変更ができない場合があることを承諾するものとし

ます。 

 

第 12 条（契約者によるサービス利用の終了） 

１．契約者は当サービスの利用終了を希望する場合、１ヶ月前に内容を書面での発送または電子メールにて送信

するか、電話、FAX 等にて当社に通知することで、第 10 条（サービスの利用期間）に定めるサービス利用

期間の自動更新を終了させることができます。 

２．前項において、通知を当社が受領した日からサービス利用終了日までの期間が１ヶ月に満たない場合は、当

該通知の到達日の翌月末日をサービス利用終了日とします。ただし、月途中の解約であっても月末までの料

金が発生するものとします。 

３．前二項において、契約者は、サービス利用終了日までの当サービスの料金を一括で支払うことで、サービス

利用終了日を待たず、サービスの利用を終了することができるものとします。 

 

第 13 条（利用契約終了時の処理） 

１．契約者は、利用契約が終了した場合、当サービスの利用にあたって当社から貸与を受けた機器等を、利用終

了日の翌月末日までに当社に返還するものとします。 

２．当社は、利用契約が終了した場合、サーバー内のデータ等の全部又は一部を当社の判断で削除できるものと

します。これにより契約者に生じた損害に対して、当社はいかなる責任も負わないものとします。 

 

第 14 条（契約金額） 

１．利用契約に基づく当サービス利用の対価（以下「契約金額」とします）は以下の項目からなります。 

(1) 契約者が利用契約に基づく当サービスの提供の準備費用として支払う費用（以下「初期費用」とします） 

(2) 契約者が利用契約に基づく当サービスの利用料金として支払う費用（以下「利用料金」とします） 

２．前項に定める契約金額は利用契約その他で別途定めるものとします。 

３．契約者は、利用契約の終了の理由の如何を問わず、支払い済の契約金額の返還を受けることはできません。 

４．当社の責によらずサービスの利用開始日前に利用契約が終了した場合には、契約者は初期費用、最低利用期

間の終了日までの契約金額の全額および当社に発生した実費その他費用を支払うものとします。 

５．当サービスの契約内容の変更によって契約金額が変動する場合は、契約者が当サービスの契約内容の変更を

依頼した申込書を当社が承諾した月より、契約内容の変更に伴い変動後の契約金額が適用されます。 

 



第 15 条（契約金額の支払） 

１．契約者は、前条に定める契約金額を当社の規定する方法で当社の指定日までに支払うものとします。 

２．当社が当サービスに対し、第 6 条（当サービスの停止）規定による提供の停止を行った場合における当該停

止期間は、サービス提供があったものとして、当該停止期間に対応する契約金額が発生します。 

３．当社の責により、第 7 条（当サービスの中断または廃止）による提供の中断が生じた場合は、中断期間に相

当する利用料金を減額いたします。 

４．当サービスの利用およびその料金の支払いに際して生じる公租公課等については、契約者がこれを負担する

ものとします。 

５．銀行振込手数料および料金の支払いに際して生じるその他の費用については、契約者がこれを負担するもの

とします。 

 

第 16 条（契約金額の改定） 

１．経済情勢の変化等、当社がやむを得ないと判断した場合、６ヶ月前までに当社が契約者に通知することによ

り、当社は契約者の承諾を得ることなく契約金額を改定できるものとします。 

２．改定後の契約金額は、当社が適切と判断する方法（ウェブサイト上での表示、契約者に対する電子メールで

の通知等の方法を含みますが、これに限定されません。）で契約者に通知します。 

３．契約金額の改定は、第 10 条（サービスの利用期間）に定める利用期間の更新後から適用されるものとし、

利用期間の更新をもって契約者は改定内容に同意したものとみなします。 

 

第 17 条（機密保持） 

１．当社および契約者は、相手方より提供を受けた技術上又は営業上その他業務上の情報のうち、相手方が特に

秘密である旨の表示を明記し、提供の際に秘密情報の範囲を特定した情報を、機密保持義務の対象とします。 

２．前項の機密保持の対象事項において、当社および契約者は本条に定める各項を遵守し、これを機密に保持す

るものとします。また、利用契約の目的の範囲を超えての使用を禁止します。 

３．次の各号に掲げる情報は機密情報に該当しないものとします。 

(1) 相手方から開示される前に既に保有していた情報 

(2) 相手方から開示以前に公知であった情報および開示後に公知となった情報 

(3) 相手方から開示以後に機密保持義務に違反しない第三者から正当に取得した情報 

(4) 法令に基づき官公庁および裁判所から開示を義務付けられた情報 

４．本条に定める内容は、機密情報に係わる発明・考案・商標・ノウハウ等に対する知的財産権の譲渡または実

施権の付与、著作物等に対する著作権等の譲渡または許諾、その他権利の移転及び許諾を認めるものではあ

りません。 

５．当社および契約者は、機密情報を取扱うに当たり、個人情報の保護に関する法律を遵守するものとします。 

６．契約者が当サービス上で登録する個人情報に関し、契約者が唯一かつ排他的なコントロールを有するもので

あるため、当社は「個人情報の保護に関する法律」に基づく責任を負いません。 

７．当社および契約者は、相手方が承諾した第三者以外の者に、当サービスに係わる機密情報を開示してはなり

ません。 

８．契約者は、当サービスと同様又は類似したサービスの企画、運営その他の実施をすることができないものと

します。 

９．本条の効力は利用契約の成立日から発生するものとし、利用契約の終了後も存続するものとします。 

 

第 18 条（第三者への業務委託） 



１．当社は、当サービスを提供するために必要と判断した第三者に当サービスの業務の全部または一部を委託 

できるものとし、契約者はそれを認めるものとします。 

２．前項の場合において、当社は、当該再委託先に対し、第 17 条（機密保持）に規定する機密情報と同等の義

務を負わせることを条件に、契約者の承諾なく機密情報を開示できるものとします。 

 

第 19 条（ユーザアカウント及びパスワードの管理、当サービスの利用者に関する責任） 

１．契約者は当サービスにて提供されるユーザアカウント及びパスワードを善良な管理者の注意をもって管理 

するものとし、これらの不正使用により当社あるいは第三者に損害を与えることのないようにするものとし

ます。また、契約者は不正使用に起因するすべての損害について責任を負うものとします。 

２．契約者は、ユーザアカウント及びパスワードが第三者によって不正に使用されたことが判明した場合には、

直ちに当社にその旨を通知するものとします。 

３．当社は、ユーザアカウント及びパスワードの漏洩、不正使用などから生じたいかなる損害についても、一切

の責任を負わないものとします。ただし、ユーザアカウント及びパスワードの漏洩が当社の責めに帰すべき

事由による場合はこの限りではありません。 

４．契約者は、当サービスの利用者に本約款を遵守させるものとし、当該利用者の行為に関し、一切の責任を負

うものとします。 

 

第 20 条（データ等の取り扱い） 

１．当社の責めに帰さない事由に起因して、当サービスにおけるデータが、滅失、毀損の結果発生する損害につ

いて、当社はいかなる責任も負わないものとします。 

２．当社はデータのバックアップに関する一切の責任は負わないものとします。ただし、当サービスがバックア

ップサービスを含む場合は、当社は、善良なる管理者の注意をもってバックアップ運用を行う義務を負うも

のとします。 

３．前項において、バックアップデータはデータの保全および復元の完全性を保証するものではありません。 

４．契約者の問い合わせに応じて、当社が契約者のデータを確認・操作した場合、その結果発生した損害につい

て、当社はいかなる責任も負わないものとします。 

５．当社は、契約者に提供するサービスに対するアクセスの状況の記録の内容を契約者に通知するサービスを提

供いたしません。ただし、当サービス内で提供する機能については、その限りではありません。 

 

第 21 条（データ等の消去） 

１．当社は、以下の場合、契約者の事前の承諾を得ることなく、データの削除ができるものとします。 

(1) 契約者のサービス利用の終了または利用契約が終了した場合。 

(2) 契約者の登録したデータ量が当社規定の容量を超過したとき。 

(3) 掲載内容又は契約者の行為が、第 6 条（当サービスの停止）第 1 項の各号及び第 22 条（禁止事項）第

１項の各号にあたると判断されるとき。 

(4) その他、当社が不適切と認めたとき。 

２．当社は前項に基づく行為により契約者に損害が生じた場合でも、一切の責任を負わないものとします。 

 

第 22 条（禁止事項） 

１．契約者は、当サービスの利用にあたり、次の行為をおこなってはなりません。また、試みる行為を行っては

なりません。 

(1) 当社もしくは第三者のプライバシー権・肖像権等の権利を侵害する行為、著作権・商標権等の知的財産



権を侵害する行為 

(2) 法令に違反する行為 

(3) 当社もしくは第三者を差別もしくは誹謗中傷し、名誉もしくは信用を毀損する行為 

(4) 公序良俗に反する行為 

(5) 犯罪行為又は犯罪の恐れがある行為 

(6) 虚偽の情報を意図的に提供する行為、あるいはそれに類似する行為 

(7)当社、他の契約者その他第三者の安全を脅かす行為 

(8)当社のネットワークやインターネット網、それらに接続されたサーバー設備等に不正にアクセスする行

為 

(9)当サービスの回線に著しく負荷をかける行為、またそれによりサーバーに負荷をかけサーバーの機能を

著しく低下させる行為、あるいは第三者に当該行為をさせる行為 

(10)当社、他の契約者その他第三者に迷惑をかける行為 

(11)当サービスからアクセス可能な第三者の情報を改ざんし、または消去する行為 

(12)他人のアカウントあるいはパスワードを不正に使用する行為、あるいはそれに類似する行為 

(13)サーバー名、サーバーIP アドレス、アカウント名、パスワードなど当サービスの情報を当社の許可なく

不特定多数の第三者に対して公開する行為 

(14)嫌がらせメール、迷惑メールなどを大量に配信する行為及び、あるいはそれに類似する行為 

(15)当サービスのリサーチを目的とした行為 

(16)当社又は当サービスの運営を妨げ、又は当社の信用を毀損する行為 

(17)システムを故意に破壊・破損させる行為 

(18)その他、当社が当サービスの契約者として相応しくないと判断する行為 

２．契約者は、当社から提供を受けた機器、ソフトおよびそれに関わる全ての資料等に関し、次の事項が禁止さ

れます。 

(1)契約者以外の第三者に、機器、ソフトおよびそれに関わる全ての資料等を貸与、転貸、譲渡その他の方法

により利用させること。 

(2)契約書その他により当社が禁止した事項 

３．契約者が前２項で規定する禁止行為に該当する行為を行っていると当社が判断した場合、当社は、第 6 条(当

サービスの停止)に定める措置を行います。当社は、当該措置に加え、損害及び費用等を契約者に請求し、ま

た、利用契約を解除できるものとします。 

 

第 23 条（契約者の義務） 

１．契約者は当サービスの利用に関して当社によってその利用方法が不適切であると判断された場合には、当社

の技術上あるいは運用上の勧告に従い適切な対処を行うものとします。 

２．契約者は、当サービスを利用して、法令により禁止されている行為もしくは公序良俗に反する行為を行い、

または第三者にこれを行わせてはいけません。 

３．契約者は、当サービスの利用に際して第三者との間において生じた名誉毀損、プライバシーの侵害その他一

切の紛争について、契約者の責任と費用負担で誠実にこれを解決しなければなりません。 

 

第 24 条（第三者に対するサービスの提供） 

１．契約者が、当サービスを利用して、第三者にサービス提供する場合は、契約者の責任をもって本約款を遵守

させるものとします。 

２．契約者と第三者の間に損害及び紛争等が発生した場合、当社は一切の責任を負わず、契約者の責任と費用負



担をもって解決するものとします。 

３．前二項において、契約者または第三者が当社に損害を与えた場合は、契約者が当社に対して損害を賠償する

ものとします。 

 

第 25 条（契約の解除） 

１．当社は第 6 条（当サービスの停止）の規定により、利用契約に基づくサービスの利用を停止された契約者が、

直ちにその事由を解消しない場合には、利用契約を解除できるものとします。 

２．当社は、契約者が第 6 条（当サービスの停止）もしくは第 22 条（禁止事項）のいずれかに該当する場合で、

その事由が当社の業務の遂行上支障を及ぼすと当社が判断するときは、前項の規定に係わらず利用契約を直

ちに解除できるものとします。 

３．当社は、監督官庁から営業の取消、停止等の処分を受けた場合、利用契約の全部または一部を解除すること

ができるものとします。 

４．当社は、自らか、もしくは第三者より破産、会社更生、民事再生、特別清算を申し立てもしくは申し立てら

れた場合、利用契約の全部または一部を解除することができるものとします。 

５．当社は、第 7 条（当サービスの中止）のいずれかに該当する場合、当社の判断で利用契約を解除できるもの

とします。 

６．当社が本条による利用契約の解除を行う場合、第３条（通知）に従い解除の通知をし、同条に基づく通知の

効力が生じた日をもって当該利用契約は終了するものとします。 

 

第 26 条（免責） 

１．当サービスはセキュリティに対するすべての脅威への対応を保証するものではありません。 

２．当社は、当サービスの提供により生じる結果、利用契約に従って行った行為の結果および契約者と第三者と

の間で生じた紛争について一切の責任を負わないものとします。 

３．当社は、以下の事由に起因して契約者に生じた損害について、請求原因の如何を問わず、一切の責任を負わ

ないものとします。 

(1) 天災地変、騒乱、暴動などの不可抗力 

(2) 当社の設備に接続するためのインターネット接続サービスの不具合など利用者の接続環境の障害 

(3) 当サービスの稼働環境における、第三者の提供する電気通信役務の障害 

(4) コンピュータウイルス対策ソフトが対応していない種類のコンピュータウイルスの侵入 

(5) 悪意のある第三者による不正アクセス、アタックまたは通信経路上における傍受 

(6) 当社の責によらないデータの破損、消失 

(7) 当社が製造したものではないソフトウェアまたはハードウェアの仕様・不具合・故障に起因する損害 

(8) 通信回線、ハードウェアまたはソフトウェアの性能の低下に起因する損害 

(9) 当社が定めるセキュリティ手段などを契約者が遵守していないことに起因する損害 

(10)裁判所の命令または法令に基づく強制的な処分 

(11)その他当社の責めに帰さない事由 

 

第 27 条（損害賠償） 

１．当サービスの提供に関する当社の損害賠償責任は、本約款及び利用契約における他の条項の定めに関わらず

請求原因の如何を問わず、契約者が現実に被った通常かつ直接の損害に限るものとします。但し、当社の損

害賠償金額は、利用契約に基づく 12 ヶ月分の利用料金を限度額とします。 

２．前項の範囲をもって、当社の責に基づく補償および賠償責任の限度とし、契約者の結果的損害、付随的損害、



機会損失その他の逸失利益の損害、間接損害、特別な事情により発生した損害については、それらの予見ま

たは予見可能性の有無にかかわらず、一切の責任を負わないものとします。 

 

第 28 条（反社会的勢力の排除） 

１．当社及び契約者は、それぞれ相手方に対し、過去、現在及び将来において、自己、自己の役員又は従業員の

いずれも、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋等及びこれらに準ずる者（以下「反社会的勢力」と

いう）に該当せずかつ反社会的勢力との一切の関係を有しないことを表明し、かつ、保証します。 

２．当社及び契約者は、自己、自己の役員又は従業員について、自ら又は第三者を利用して、以下のいずれかに

該当する行為を行わず、かつ、行わせないものとします。 

(1) 暴力的な要求行為 

(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為 

(3) 取引に関して、脅迫的な言動または暴力を用いる行為 

(4) 風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて相手方の信用を毀損し又は相手方の業務を妨害する行為 

(5) その他前各号に準ずる行為 

３．当社及び契約者は、相手方が前二項のいずれかに違反した場合、何らの催告なく直ちに利用契約を解除でき

るものとします。 

 

第 29 条（知的財産権等） 

１．当サービスを構成または関連するすべてのプログラム、ソフトウェア、サービス、手続、文書、図面、ドキ

ュメント、商標、商号等に関する所有権、著作権をはじめとするその他一切の知的財産権（以下、「本件知的

財産権」といいます。）は、当社に帰属します。当サービス、当サービスに関する図面、ドキュメントなどの

文書は、著作権法及びその他の知的財産権に関する法律ならびに条約によって保護されています。当社は、

契約者およびその他第三者に対し、本件知的財産権の使用を許諾するものではなく、本件知的財産権につい

ての何らかの権利または権限を付与するものではありません。 

２．契約者は、メディカルリスクブロック等に関して、リバースエンジニアリング、逆コンパイル、逆アセンブ

ル、修正、改変等を行ってはなりません。 

 

第 30 条（合併等による承継）  

１．当社が合併、会社分割又は事業譲渡等により、当社サービスの提供者たる地位が承継されることがあること

を契約者は了承するものとします。この場合、合併、会社分割又は事業譲渡により当該地位を承継した法人

は、利用契約に基づく一切の債権及び債務を承継するものとします。  

  

第 31 条（通信設備等）  

１．当社は、当社が当社サービスにより提供したものを除き、契約者が自己の費用と責任において調達した、当

社サービス利用に必要な機器等、ソフトウェア及び付随して必要となる契約並びにそれに伴う障害及び損害

については、一切の責任を負わないものとします。   

  

第 32 条（保守）  

１．当社は、契約者が当社サービスの利用の為に必要な保守サポートを契約者に対して提供します。なお、保守

サポートの内容については、電子メール、電話、FAX での提供となり、費用は月額利用料金に含むものとし

ます。また、訪問での保守サポートについては、別途費用を頂戴するものとして当社と契約者の間にて協議

するものとします。   



 

第 33 条（権利義務譲渡の禁止） 

１．契約者は、あらかじめ当社指定の書面による承諾がない限り、利用契約上の地位、利用契約に基づく権利又

は義務の全部又は一部を他に譲渡その他の方法で処分し又は担保の目的に供してはならないものとします。 

 

第 34 条 (協議事項) 

１．この利用約款に定めのない事項または当サービス利用契約の履行に疑義が生じた場合は、契約者と当社の双

方で協議の上、解決を図るよう努めるものとします。 

 

第 35 条（準拠法・裁判管轄） 

１．本約款の準拠法は、日本国の法令とします。 

２．本約款及び利用契約に関して契約者と当社間に生じた一切の紛争については、東京地方裁判所または東京簡

易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

 

2025 年 3 月 20 日 改定 

2025 年 5 月 1 日 発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


